
小児・周産期の医療提供
体制の現状と課題

茨城県立こども病院

院長 新井 順一

第２回 県民の命を守る医療に関する調査特別委員会
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本日の内容

１．日本の小児医療の水準と当県の周産期医療

２．当県の小児救急医療体制

３．小児専門診療

４．小児医療を取り巻く課題と小児科医の役割

５．小児科の経営状況と医師数
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日本の小児医療の水準と周産期医療
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「第２回 小児医療及び周産期医療の
提供体制等に関するワーキンググループ」より
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乳幼児死亡率の国際間比較（母子保健の主なる統計 2021より）

日本の新生児死亡率、乳児死亡率は先進国の中では最も低い。
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↑新生児死亡率：日齢28までに死亡する数を出生1000人あたりで表示 6



年次別にみた新生児死亡率、乳児死亡率の推移（わが国の母子保健 2021より） 7



茨城県の周産期医療圏

＜総合周産期母子医療センター＞
●茨城県立こども病院
水戸済生会総合病院

●筑波大学附属病院
●土浦協同病院

＜地域周産期母子医療センター＞
●(株)日立製作所日立総合病院
●水戸赤十字病院
●JAとりで総合医療センター
●茨城西南医療センター病院

＜周産期救急医療協力病院＞
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新生児医療の重要性

早産児 （より未熟な児も救命できるようになってきた）

先天性疾患（ダウン症etcの染色体異常)

呼吸障害（未熟肺、気胸、肺の先天異常etc)

神経疾患（新生児仮死、脳出血、脳梗塞、水頭症etc)

低血糖、黄疸、重症感染症、

消化管奇形(食道閉鎖、十二指腸閉鎖、胆道閉鎖etc)

先天性心疾患(左心低形成、大動脈離断、肺動脈閉鎖etc)

脳奇形

骨系統疾患（四肢短縮症など）、分娩外傷（大腿骨骨折etc)

重症度が高いものが多い。小児外科、心臓血管外科、整形外科医、

脳外科医、血液腫瘍科医など、新生児以外の専門診療分野も必要。

診断の遅れが、生命の危機に直結しやすい。救命できても脳障害をきたすことがある。
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低体温療法施行中 17
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総合周産期母子医療セン
ターでは、重篤な産科救急
患者が搬送されるため、脳
出血、外傷、危機的出血等
に対応できる高度救急医療

が整った施設が必要。
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茨城県の小児救急医療について
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三次救急 二次救急

県央県北 県立こども病院
㈱日立製作所日立総合病院
㈱日立製作所ひたちなか総合
病院

県南東部 土浦協同病院
JAとりで総合医療センター
神栖済生会病院

県南西部
筑波大学附属病院
筑波メディカルセンター

茨城西南医療センター

茨城県の小児救急医療体制

８つの二次医療圏を設定

一次救急は、準夜帯の一部のみの地域が多い。
二次救急 ２４時間対応できる施設は少ない
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小児科医
２１人以上

10人以上

４人以上

23



24



新生児 乳幼児 少年 成人 高齢者

軽症
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頭部外傷、骨折、外科
疾患、虐待等、多彩な
疾患に対応する必要が

ある
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小児医療及び周産期医療（新生児医療）の提供体制等に
ついて 厚労省ワーキンググループ 2025年7月の意見

• ◆小児救急医療について • 小児科では、救急受診は多いが入院
するケースは多くないというデータがあったが、夜間に子供が
急変することもあり、家族は本当に不安が強く、24時間相談で
きる体制が必要。♯8000や救急車の適正利用に基づく救急アプ
リの活用や、地元の夜間の救急体制の情報を得られるような体
制を構築してほしい。 • 熱性けいれんで搬送され、数時間で自
宅に帰れたとしても、搬送中は意識がなくけいれんを起こして
いるわけで、これは誰が見ても重症である。また、外傷につい
ては時間外に対応できる施設が限られ、♯8000でも誘導に困っ
ているのが現状。小児救急については、小児の疾患の特性や、
小児の外因系疾患を診療する病院等のネットワーク、連携とい
うものも十分考慮する必要がある
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• 茨城県の小児救急体制は、８つの二次医療圏で構築されている
が、一部の医療圏では医師不足のため時間帯によって他の医療
圏への搬送を余儀なくされている。

• 現在、県央・県北、県南西、県南東の３つのワーキンググルー
プで、地域の小児医療について話し合う機会を設けている。

• 今後の医師充足状況、小児人口動態をみて、医療圏の在り方や
小児医療の提供方法について議論していく予定である。
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小児専門診療について
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当院における主な医療
• 新生児医療（新生児科） 年間300-350人の入院

常勤医師10名程度

• 心臓病（小児循環器科、心臓血管外科）

小児循環器科医４名 心臓血管外科２名

• 小児がん、白血病など血液疾患（血液腫瘍科）

小児血液腫瘍科医師 ４-5名

• てんかん、発達障害、脳炎脳症（神経精神発達科）

小児神経科医 ４名

• 感染症（１名）、内分泌疾患（２名）、腎臓病（非常勤１名）、
消化器病（２名）、アレルギー（非常勤３名）、 救急医療（常
勤医数名＋専攻医）、虐待（総合診療科）

• 小児外科・小児泌尿器科（７名）

• 小児脳神経外科（１名）

• 小児整形外科（１名）、小児形成外科（非常勤１名）

• 成育・在宅支援、医療的ケア児支援、虐待対応 32



33



茨城県立友部東特別支援学校
訪問学級
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難病情報センター
のデータより 35



難病情報センター
のデータより 36
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小児専門医療について

●小児医療分野は、成人と同様に高度専門化している。

●各分野に小児の専門医がいて、主に中核病院で総合的に診療し
ている。

●多くの専門医が連携しないと診療できない複雑な疾病患者が少
なくない。

●小児では、遺伝子治療も急速に進歩しており治療薬も数億のも
のも出現し、県内では対応できないものもある。
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小児医療を取り巻く課題と小児科医の役割
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神奈川県６病院の小児科部門の原価計算

伊藤秀一 他
日児誌 2026:130:31-40
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「第２回 小児医療及び周産期医療の
提供体制等に関するワーキンググループ」より
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•小児科診療は、少子化、ワクチンの普及などにより入
院患者は減少している。

•感染症の流行などにより、病床稼働率には波があり、
多くの病院の小児科は赤字部門である。

•小児科を標榜する病院は減少傾向にあるが、感染症流
行時にはベッドが必要となるため安易に小児科病床を
減らせない。
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「第２回 小児医療及び周産期医療の
提供体制等に関するワーキンググループ」より
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小児医療を取り巻く課題

１．少子化,common diseaseの減少

２．医療的ケア児の増加→移行期支援の必要性

３．小児虐待の増加

４．小中高生の自殺の増加

５．発達障害、精神行動障害患者の増加

６．慢性疾患、難病キャリアの増加→支援

７．乳幼児健診、学校健診への積極的関与の必要性

疾患構造の変化
メンタルヘルスケア

の
重要性

小児科医の役割が広範に
なっている
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特別支援学校等における児童生徒の増加状況

平成２６年 令和６年

義務教育 全児童数 1,019万 927万 0.9倍

特別支援教育 34万 68万 2倍

特別支援学校 6.9万 8.7万 1.3倍

特別支援学級 18.7万 39.5万 2.1倍

通常の学級（通級による指導） 8.4万 19.6万 2.3倍
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保健医療圏 常勤 非常勤 常勤＋非常勤

水戸 44.6 46.0 45.2

日立 49.3 53.0 51.0

常陸太田・ひたちなか 54.1 50.9 52.1

鹿行 44.4 43.5 43.8

土浦 40.9 48.2 44.2

つくば 40.4 47.8 43.8

取手・竜ケ崎 42.3 45.8 44.7

筑西・下妻 68.0 45.7 58.4

古河・坂東 46.2 47.8 47.0

全域 51.6 48.3 50.3

全国平均 51.3

〇二次医療圏別の小児科医の年齢構成 （単位：歳）
•令和６年小児医療実態調査
•全国平均は、「令和６年医師・歯科医師・薬剤師統計の概況」（厚生労働省）
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